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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 26,020,063 28,551,371 27,106,271 27,813,913 27,949,511

経常利益（千円） 496,163 690,848 772,467 787,184 776,365

当期純利益（千円） 261,206 383,227 539,022 408,709 392,239

純資産額（千円） 5,855,090 6,110,061 6,650,049 6,940,819 7,110,542

総資産額（千円） 15,507,391 16,465,525 15,971,399 17,823,795 16,264,678

１株当たり純資産額（円） 1,269円01銭 1,324円31銭 1,441円80銭 1,512円12銭   1,549円60銭

１株当たり当期純利益（円） 51円20銭 77円34銭 110円43銭 89円04銭 85円47銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 37.7 37.1 41.6 38.9 43.7

自己資本利益率（％） 4.6 6.4 8.4 6.0 5.6

株価収益率（倍） 12.5 10.5 10.9 11.9 10.2

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△16,031 1,806,099 △414,922 1,369,403 303,069

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△66,808 △208,629 △188,151 △78,042 △29,072

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△896,612 △155,613 △298,872 △328,032 △299,394

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
771,585 2,234,997 1,361,220 2,324,933 2,279,403

従業員数（人） 231 234 224 219 215

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（千円） 25,873,607 28,380,382 26,894,888 27,675,336 27,825,003

経常利益（千円） 500,581 687,754 764,275 774,320 764,559

当期純利益（千円） 262,577 379,016 519,008 397,543 382,492

資本金（千円） 1,005,000 1,005,000 1,005,000 1,005,000 1,005,000

発行済株式総数（千株） 4,600 4,600 4,600 4,600 4,600

純資産額（千円） 5,874,838 6,125,307 6,642,672 6,922,256 7,089,671

総資産額（千円） 15,491,990 16,440,939 15,938,932 17,788,066 16,241,813

１株当たり純資産額（円） 1,273円31銭 1,327円63銭 1,440円19銭   1,508円07銭   1,545円05銭

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）

（円）

12円00銭

（　－　）

14円00銭

（　－　）

17円00銭

（7円00銭）

17円00銭

（7円00銭）

  17円00銭

（7円00銭）

１株当たり当期純利益（円） 51円50銭 76円42銭 106円07銭 86円61銭   83円34銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 37.9 37.3 41.7 38.9 43.7

自己資本利益率（％） 4.6 6.3 8.1 5.9 5.5

株価収益率（倍） 12.4 10.6 11.3 12.2 10.4

配当性向（％） 23.3 18.3 16.0 19.6 20.4

従業員数（人） 221 223 216 218 214

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

年　　月 概　　　　要

昭和22年５月 神戸市生田区において株式会社萬世商会を設立

昭和22年７月 三菱電機㈱と特約店契約を締結

昭和27年５月 大阪市北区に大阪連絡所開設

昭和33年４月 東京海上火災保険㈱（現、東京海上日動火災保険㈱）と代理店契約を締結

昭和34年４月 兵庫県加古川市に加古川営業所開設

昭和34年５月 奈良県奈良市に奈良営業所開設

昭和35年10月 ㈱指月電機製作所と代理店契約を締結

昭和37年３月 三菱電機㈱との特約店契約を改め、代理店契約を締結

昭和37年４月 社名を萬世電機工業株式会社に改称、同時に本社を大阪市北区に移転し、神戸店を神戸支店に改

称

昭和38年４月 三菱商事㈱と特約店契約を締結し、三菱樹脂㈱製品の取扱い開始

昭和45年３月 神戸支店家庭電器部門を分離し、兵庫三菱電機家電販売㈱に営業譲渡

昭和46年９月 本社家庭電器部門を分離し、阪神三菱電機商品販売㈱に営業譲渡

 奈良支店家庭電器部門を分離し、奈良三菱電機商品販売㈱に営業譲渡

昭和49年６月 特定建設業の建設大臣許可を取得（管工事業、機械器具設置工事業）

昭和57年10月 東京都荒川区に東京営業所（現、東京支店　東京都北区）開設

昭和58年４月 シーケンサ・トレーニングスクール開設

 ＯＡ・ＦＡシステム開発室開設（現、システムエンジニアリング部）

昭和59年５月 一般建設業の建設大臣許可を取得（電気工事業）

昭和61年10月 半導体技術グループ（現、電子技術部）開設

昭和62年10月 子会社マンセイサービス㈱（のち、萬世電機エンジニアリング㈱　平成18年に清算）を設立

平成２年７月 三菱重工業㈱と立体駐車場設備の代理店契約を締結

平成６年７月 社名を萬世電機株式会社に改称

平成８年４月 神戸支店を神戸支社に、加古川営業所を加古川支店に昇格

平成９年９月 大阪証券取引所（現、株式会社大阪証券取引所）市場第二部に株式上場

平成13年１月 特定建設業の国土交通大臣許可を取得（建築工事業、内装仕上工事業）

平成13年３月 ＩＳＯ１４００１認証取得

平成13年４月 神戸支社を神戸支店に、加古川支店を加古川営業所に改称

平成13年７月 加古川営業所を神戸支店に統合

平成15年２月 香港に萬世電機香港有限公司（現・連結子会社）を設立

平成17年３月 ＩＳＯ９００１認証取得（電子デバイス本部）

平成18年９月 子会社萬世電機エンジニアリング㈱を清算

平成19年８月 東京海上日動火災保険㈱の代理店事業をエムエスティ保険サービス㈱に譲渡
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社と子会社１社で企業集団を構成しており、主な事業内容はその他の関係会社にあたる三菱電機

㈱及びそのグループの電気機器、電子デバイス・情報通信機器、設備機器、産業機械・その他の製品の販売であり、ま

たこれらに付帯する工事の設計・施工、保守・サービス等の事業を営んでおります。

　子会社萬世電機香港有限公司は電子部品の輸出入及び販売、ＥＭＳ事業を行っております。

　なお、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門に区分しております。

　品目別の主要な製品は次のとおりであります。

品　　目 取　　　　扱　　　　品　　　　目

電気機器
モートル、ホイスト、産業扇、電磁開閉器、遮断器、電力量計、指示計器、高圧機器、

トランス、シーケンサ、表示器、インバータ、ＡＣサーボ、クラッチ、他

電子デバイス・

情報通信機器

ＬＳＩ、ＩＣ、ＡＳＩＣ、パワー素子、プリント基板、光応用機器、液晶、

ＣＡＤ／ＣＡＭ、パソコン、ディスプレイモニター、プリンタ、ＨＤＤ、

映像情報通信機器、他

設備機器

パッケージエアコン、各種冷凍機、冷凍冷蔵ショーケース、ルームエアコン、換気扇、

電気温水器、照明器具、エレベーター、エスカレーター、電気工事、

空調・給排水衛生設備工事、冷凍・冷蔵設備工事、クリーンルーム工事、

ＨＡＣＣＰ設備、冷暖房空調機器の保守・据付・修理、他

産業機械・

その他

放電加工機、ワイヤ放電加工機、レーザ加工機、電子ビーム加工機、発電機、

受変電機器、計測監視制御システム、生産ライン制御システム、物流搬送システム、

駆動制御システム、他

　事業の系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名　　称 住　所
資本金
又は出資金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所
有又は被所
有割合
（％）

関　係　内　容

（連結子会社）

萬世電機香港有限公司
香港 23

電気機器、電子部品の輸出入

及び販売、ＥＭＳ事業

所有

100.0

当社販売の電気機

器、電子商品の販売

役員の兼任あり

（その他の関係会社）

三菱電機㈱

東京都

千代田区
175,820 電気機械器具の製造、販売等

被所有

22.0

(0.1)

同社製品の販売等

　（注）１．上記子会社は特定子会社に該当いたしません。

２．その他の関係会社三菱電機㈱は有価証券報告書を提出しております。

３．最近連結会計年度における連結売上高に占める売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の割合が

10％を超える連結子会社がないため、主要な損益情報等の記載を省略しております。

４．議決権の所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数であります。

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

電気機器 45

電子デバイス・情報通信機器 59

設備機器 48

産業機械・その他 63

合計 215

　（注）　管理部門に所属する従業員は、その他に含んでおります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

214 37.4 14.0 6,060

　（注）１．従業員数は、就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員の定年は、満60才とし、退職日は満60才到達後の３月31日としております。ただし、定年再雇用規定に

定めた基準に該当する者については再雇用しております。

(3）労働組合の状況

　当社の労働組合は萬世電機労働組合（昭和41年11月結成）と称し、三菱電機関連労働組合連合会に加盟し、組合員

数は平成20年３月31日現在で148名であります。なお、労使関係は、概ね良好であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とする設備投資は拡大基調で推移しましたが、世界

的な金融不安、原材料価格高騰による影響を受け設備投資マインドが冷え込むなど、年度末にかけて好況感に陰り

が見え始めました。

　当社グループの関連する業界につきましては、業種によるばらつきはあるもののＦＡ（ファクトリーオートメー

ション）機器は好調を持続しておりますが、建設投資は建築基準法の改正により低迷しました。

　このような状況の中、当社グループは、顧客起点のビジネスの推進、社内連携の強化による顧客ボリュームの拡大、

市場の拡大に努めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は２７９億４９百万円（前期比０．５％増）、経常利益は７億７６百万円（同

１．４％減）となりました。当期純利益は３億９２百万円（同４．０％減）となりました。

　事業部門別の状況については、次のとおりであります。

（電気機器）

　電気機器につきましては、生産設備投資が工作機械を中心に堅調に推移し、インバータ、モータなどの機器が伸長

しましたが、配電制御機器は、建築投資減退に伴う受注量の減少等により減収となりました。

　この結果、電気機器部門全体では前期比３．８％減収の９４億５４百万円となりました。

（電子デバイス・情報通信機器）

　半導体・電子デバイスにつきましては、無線機用ＩＣ、リモコン用ＩＣは低迷しましたが、パソコンや携帯電話向

け電源ＩＣ、アミューズメント機器用液晶モジュールが伸長しました。情報通信機器につきましては、サーバー、パ

ソコン端末の情報化投資が堅調に推移しましたが、アミューズメント向けＦＡパソコンは低調となりました。

　萬世電機香港有限公司は、半導体デバイスの拡販に注力しましたが減収となりました。

　この結果、電子デバイス・情報通信機器部門全体では前期比１．６％増収の１１０億３０百万円となりました。

（設備機器）

　冷熱機器につきましては、工場や学校の新築、リニューアル工事需要が活発で、業務用空調機、チラーが伸長し、ま

た野菜生産設備の共同開発では、クリーンルームで蓄積したノウハウを活かし成果を上げることができました。住

設機器につきましては、価格競合が激しく、また昇降機については前期の大型物件計上の反動によりそれぞれ減収

となりました。

　この結果、設備機器部門全体では前期比３．８％減収の４８億７６百万円となりました。

（産業機械・その他）

　産業機械につきましては、レーザ加工機の価格競合が厳しい状況のなか増収となりました。重電機器その他につき

ましては、環境保全設備投資が堅調に推移したことにより増収となりました。

　この結果、産業機械その他部門全体では前期比２５．５％増収の２５億８８百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によって３億３

百万円の資金が増加し、投資活動によって２９百万円、財務活動により２億９９百万円の資金がそれぞれ減少しま

した。この結果、資金は全体で４５百万円減少（前期は９億６３百万円増加）し、当連結会計年度末には２２億７９

百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの主な増減要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は３億３百万円（前期比７７．９％減）となりました。これは主に、売上債権が９億

８０百万円減少し、税金等調整前当期純利益が７億７２百万円（前期比４．３％減）計上されましたが、仕入債務

が１４億７９百万円減少したことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は２９百万円（前期比６２．７％減）となりました。これは主に投資事業組合から

の分配による収入により資金が１億５０百万円得られましたが、投資有価証券の売買等により資金を１億５８百万

円使用したことなどによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は２億９９百万円（前期比８．７％減）となりました。これは主に、短期借入金の返

済２億２０百万円及び配当金の支払７８百万円などによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 

前期比（％）

電気機器（千円） 7,945,884 93.9

電子デバイス・情報通信機器(千円) 9,895,596 100.4

設備機器（千円） 4,104,955 95.6

産業機械・その他（千円） 2,425,294 127.8

合計（千円） 24,371,731 99.5

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

　該当事項はありません。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 

前期比（％）

電気機器（千円） 9,454,409 96.2

電子デバイス・情報通信機器(千円) 11,030,396 101.6

設備機器（千円） 4,876,627 96.2

産業機械・その他（千円） 2,588,077 125.5

合計（千円） 27,949,511 100.5

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

内外電機㈱ 3,129,803 11.3 2,550,707 9.2

３【対処すべき課題】

　当社グループは、中長期的に安定した利益を創出し企業の発展に努めるための諸施策を推進してまいります。

・高付加価値ビジネスの展開

　社内連携を強化し、さらに技術部門の技術力向上を図ることで他社との差別化を推進し、併せて技術力の高い協

業先との連携を図りながら顧客ニーズに的確に対応してまいります。

・収益基盤の強化

　社内情報システム（ＥＲＰシステム(注)）を活用し、業務の効率化を推進してまいります。

・人材の確保・育成

　次世代の経営を担える人材を育成してまいります。「顧客起点」を念頭に、施策の実効性を高めながらプロセス

を評価し組織の活性化を図ってまいります。

（注）　ＥＲＰシステムは、企業内の種々の業務関連アプリケーションを実行する統合業務システムです。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、提出日現在（平成20年６月30日）において当社グループが判断したものでありま

す。

(1）経済状況

　当社グループの事業は国内市場に大きく依存しており、電気、電子、建設業界の景気動向は当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

(2）特定の取引先依存に係るリスク

　当社グループの主要仕入先は三菱電機㈱グループであり、その仕入割合は約７割であります。主要仕入先との取引

は安定的に推移しておりますが、主要仕入先の経営戦略に変更等が生じた場合には、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

(3）株価変動リスク

　当社グループが保有する有価証券は、業務上取引のある金融機関や企業の株式が大半を占めておりますが、投資先

の業績や証券市場の市況動向により当社グループの業績や財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

　また、年金資産につきましても株価が大幅に下落した場合、年金資産の減少及び退職給付費用（数理計算上の差異

処理費用）の増加が生じる等、当社グループの業績や財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

(4）為替変動リスク

　当社グループの外貨建て商品取引は、為替相場の変動により当社グループの業績や財政状態等に影響を及ぼす可

能性があります。

(5）貸倒れリスク

　当社グループの取引先の業況には常に充分注意し、必要に応じ引当確保に努めておりますが、場合によっては回収

リスクが顕在化する可能性があります。

(6）災害に関するリスク

　当社グループの拠点のいずれかが地震等の災害に罹災し稼働困難となった場合には、当社グループの業績や財政

状態等に影響を及ぼす可能性があります。

(7）情報漏洩に関するリスク

　当社グループは、情報漏洩防止に関する諸規定に基づき、社内教育を実施し情報管理への意識を高め、内部からの

情報漏洩防止に努めております。しかしながら、予測できない事態によって情報が漏洩することにより、当社グルー

プの業績や財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。

EDINET提出書類

萬世電機株式会社(E02875)

有価証券報告書

10/75



５【経営上の重要な契約等】

(1）当社が締結している主な代理店契約等は次のとおりであります。

相　手　先 契約の種類 主　要　取　扱　品　目 契　約　期　間 備 考

三菱電機株式会社

販売代理店契約

モートル、トランス、シーケンサ、

インバータ
昭和59年４月１日から１年 自動更新

オフコン、パソコン、ファクシミリ 昭和59年４月１日から１年 自動更新

空調機器、冷凍機、照明器具 昭和60年10月１日から１年 自動更新

昇降機、ビルシステム 平成５年４月１日から１年 自動更新

無線機、携帯電話、通信機器 平成５年８月１日から１年 自動更新

レーザ加工機、放電加工機 平成８年４月１日から１年 自動更新

販売特約店契約

ディスプレイモニター、サーマルヘッド 昭和59年10月１日から１年 自動更新

産業用カメラ、電子応用機器 平成４年４月１日から１年 自動更新

半導体 平成８年４月１日から１年 自動更新

株式会社指月電機製作所 販売代理店契約 フィルムコンデンサ、高圧コンデンサ 昭和35年10月１日から１年 自動更新

三菱重工業株式会社 販売代理店契約 立体駐車場設備 平成２年７月27日から１年 自動更新

株式会社ルネサス販売 販売特約店契約 半導体 平成15年４月１日から１年 自動更新

東芝三菱電機産業システム株

式会社
販売代理店契約 重電機器 平成15年10月１日から１年 自動更新

イサハヤ電子株式会社 販売特約店契約 半導体 平成16年４月１日から１年 自動更新

　（注）　契約期間は再契約のものを含めて最新の契約書に基づく契約期間を表示しております。

(2）コミットメントライン契約

　当社は機動的な資金確保による財務リスクマネージメントの強化及び資金効率の向上を目的として、平成19年３

月に取引銀行５行とシンジケーション方式（協調型）による総額10億円を限度とするコミットメントライン契約

を締結しております。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約極度額 契約期間

株式会社三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社みずほ銀行

株式会社百十四銀行

三菱ＵＦＪ信託銀行株

式会社

日本 コミットメント

ライン契約

1,000,000千円 自：平成20年３月８日

至：平成21年３月６日

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）財政状態

（資産）

　資産合計は、１６２億６４百万円（前連結会計年度末比１５億５９百万円減）となりました。

　流動資産のうち現金及び預金は４５百万円減少しました。これは主に、税金等調整前当期純利益が７億７２百万円

計上されましたが、前期末日が金融機関の休日であったこともあり、売上債権が９億８０百万円、仕入債務が１４億

７９百万円減少したこと等によるものです。

　未収入金は８５百万円減少し、また売上高の減少によりたな卸資産が２億４７百万円減少となり、さらに前期末日

が金融機関の休日であったことにより受取手形及び売掛金は９億８４百万円の減少となりました。

　以上の結果、流動資産は１４２億４７百万円（同比１４億７百万円減）となりました。

　固定資産のうち投資有価証券につきましては、ユーロ円債三菱UFJセキュリティーズインターナショナル（１億４

８百万円）等の購入及び投資事業組合運用益等がありましたが、有価証券の期末時価評価により１億６３百万円の

減少となりました。また、ソフトウェアの減価償却（３５百万円）及び、繰延税金資産の増加（同比５４百万円増）

等があり、固定資産は２０億１７百万円（同比１億５２百万円減）となりました。

（負債）

　負債合計は、９１億５４百万円（同比１７億２８百万円減）となりました。

　流動負債につきましては、短期借入金が２億２０百万円減少し、また前期末日が金融機関の休日であったため支払

手形及び買掛金が１６億２２百万円減少したこと等により、１７億１０百万円の減少となりました。

　固定負債は、主に退職給付引当金が１６百万円減少したこと等により、１８百万円減少しました。

（純資産）

　純資産合計は、７１億１０百万円（同比１億６９百万円増）となりました。主な変動は、利益剰余金の増加（同比

３億１４百万円増）、その他有価証券評価差額金の減少（同比１億３５百万円）であります。

(2）経営成績

（売上高）

　当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度に比べ０．５％増加し２７９億４９百万円となりました。

　電気機器は建築設備投資減退に伴う受注量の減少等により、また設備機器は前期の昇降機の大型案件受注の反動

によりそれぞれ減収となりました。電子デバイス・情報通信機器はアミューズメント向け液晶大型案件の受注やパ

ソコン端末、サーバーを主体とした情報投資が堅調に推移したことにより、また重電機器は環境保全投資案件の受

注によりそれぞれ増収となりました。

（売上総利益、販売費及び一般管理費）

　当連結会計年度における売上総利益は、価格競争が激しい電子デバイス・情報通信機器、設備機器が減益となり、

前連結会計年度に比べ３．３％減少し３３億３８百万円となりました。

　販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ３．８％減少し２５億７７百万円となりました。主な要因として

は、東京支店の倉庫移転に伴う配送保管費用及び倉庫賃借料の減少、及び前連結会計年度にパソコン及びソフト

ウェアライセンス等を購入したことによる器具備品費用の減少等によるものです。

（営業外損益及び特別利益）

　営業外収益は投資事業組合運用益の計上（９６百万円）等により１４８百万円（前連結会計年度比８６百万円

増）となり、営業外費用は円高による為替差損が６８百万円発生したことにより１億３２百万円（同比８４百万円

増）となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　特記すべき事項はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社
　 平成20年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容
（事業部門別）

帳簿価額
従業
員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（大阪市福島区）

統括業務施設及び商品

倉庫
151,093

16,037

(1,492.06) 
21,263 188,394 177

神戸支店

（神戸市兵庫区）
販売設備及び商品倉庫 29,422

108,808

(690.95) 
2,316 140,546 15

東京支店

（東京都北区）
販売設備及び商品倉庫 135 － 982 1,118 22

その他 寮及び福利厚生施設 5,891
4,805

(30.04) 
－ 10,696 －

　（注）１．金額には消費税等を含めておりません。

２．東京支店については建物を賃借しており、年間賃借料は10,482千円であります。

(2）国内子会社

　該当事項はありません。

(3）在外子会社

　特記すべき事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　特記すべき事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成20年６月30日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,600,000 4,600,000
大阪証券取引所

市場第二部

完全議決権株式であり権利

内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

計 4,600,000 4,600,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成９年９月29日 550,000 4,600,000 330,000 1,005,000 313,560 838,560

　（注）　有償・第三者割当

入札による募集　　　　　　　　　　　　　 　　入札によらない募集

発行株数　　　　　400,000株　　　　　　　　　発行株数　　　　　150,000株

発行価格　　　　　　1,160円　　　　　　　　　発行価格　　　　　　1,160円

資本組入額　　　　　　600円　　　　　　　　　資本組入額　　　　　　600円

払込金総額　　　　469,560千円　　　　　　　　払込金総額　　　　174,000千円

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 1 36 3 － 337 386 －

所有株式数

（単元）
－ 316 1 1,766 482 － 2,014 4,579 21,000

所有株式数の

割合（％）
－ 6.90 0.02 38.57 10.53 － 43.98 100 －

　（注）１．自己株式11,355株のうち11,000株（11単元）は「個人その他」の欄に、単元未満株式355株は「単元未満株式

の状況」欄に含めて記載しております。

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が187単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２－７－３ 1,000 21.74

日光産業株式会社 大阪市福島区福島７－15－２ 萬世ビル内 533 11.58

ソシエテジェネラルエヌアー

ルエイエヌオーデイテイテイ

（常任代理人　香港上海銀行

東京支店）

SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD 

HAUSSMANN PARIS ‒ FRANCE

（東京都中央区日本橋３－11－１）
231 5.02

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル

（常任代理人　ゴールドマン

・サックス証券株式会社）

PETERBOROUGH COURT 133 F

LEET STREET 

LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM

（東京都港区六本木６－10－１ 六本木ヒ

ルズ森タワー）

194 4.21

萬世電機従業員持株会 大阪市福島区福島７－15－30 184 4.02

株式会社サンセイテクノス 大阪市淀川区西三国１－１－１ 120 2.60

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 110 2.39

竹田和平 名古屋市天白区 83 1.80

占部正浩 兵庫県西宮市 80 1.74

占部弘晃 兵庫県西宮市 66 1.45

計 － 2,603 56.59

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 11,000　 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,568,000 4,568 同上

単元未満株式 普通株式　　 21,000 － 同上

発行済株式総数 4,600,000 － －

総株主の議決権 － 4,568 －

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

萬世電機株式会社
大阪市福島区福島

７丁目15番30号
11,000 － 11,000 0.2

計 － 11,000
 

－
11,000 0.2
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　 　  該当事項はありません。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,489 1,366,168

当期間における取得自己株式 － －

　（注）　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（　―　）
－ － － －

保有自己株式数 11,355 － 11,355 －

　（注）　当期間における保有自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。
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３【配当政策】

　利益配分に関する基本方針といたしましては、業績及び経営環境を総合的に勘案し、利益還元を行ってまいります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、中間配当と期末配当それぞれにつき１株当たり７円とし、期末配当に記念配当３

円（2007年９月29日に上場10周年を迎えました）を加え、年間では１株当たり17円とすることと決定いたしました。

これにより当期の配当性向は20.4％となりました。

　また、内部留保金につきましては、将来の事業展開と経営基盤の強化等に有効活用していく方針であります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額（千円）　　　

　
１株当たり配当額（円）

平成19年11月12日

取締役会決議
32,127 7

平成20年６月27日

定時株主総会決議
45,886 10

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第58期 第59期 第60期 第61期 第62期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 650 850 1,400 1,250 1,040

最低（円） 320 550 800 870 870

　（注）　最高、最低株価は大阪証券取引所（市場第二部）におけるものです。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 　11月 　12月 平成20年１月 　２月 　３月

最高（円） 994 935 968 968 920 870

最低（円） 949 905 940 885 880 870

　（注）　最高、最低株価は大阪証券取引所（市場第二部）におけるものです。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任
期

所有
株式数
（千株）

代表取締役

社長
－ 占部嘉英 昭和14年５月８日生

昭和37年３月 スタンダード工業株式会社入社

昭和38年４月 当社入社

昭和47年10月 社長室長

昭和48年11月 取締役

昭和54年12月 常務取締役

昭和56年12月 専務取締役

昭和61年12月 取締役副社長（代表取締役）

平成３年11月 取締役社長（代表取締役）（現任）

(注)

５ 
55

代表取締役

副社長
東京支店長 占部正浩 昭和44年10月10日生

平成４年４月 三菱電機株式会社入社

平成11年３月 当社入社

平成13年４月 機電本部長

平成13年６月 取締役機電本部長

平成15年４月 取締役ファシリティー本部長

平成15年６月 専務取締役ファシリティー本部長

平成17年４月 専務取締役

平成17年６月 取締役副社長（代表取締役）

平成19年４月 取締役副社長兼東京支店長（代表取

締役）（現任）

(注)

５ 
80

常務取締役 電子デバイス担当 中村貞夫 昭和18年２月１日生

昭和40年３月 当社入社

平成３年４月 東京支店長

平成９年６月 取締役東京支店長

平成11年４月 取締役電子本部副本部長兼東京支店

長

平成13年４月 取締役半導体本部長

平成15年６月 常務取締役半導体本部長

平成16年４月 常務取締役電子デバイス本部長

平成19年６月 常務取締役電子デバイス担当（現

任）

(注)

５ 
19

取締役 － 清澤孝雄 昭和27年４月９日生

昭和50年４月 三菱電機株式会社入社

平成14年10月 同社関西支社産業メカトロニクス部

長

平成19年４月 同社関西支社副支社長兼営業企画部

長（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

(注)

５ 
－

取締役
ファシリティー本

部長兼神戸支店長
西田義夫 昭和18年９月30日生

昭和37年４月 三菱電機株式会社入社

平成10年10月 当社機器本部配電部長

平成13年４月 機電本部副本部長兼機器部長

平成15年４月 ＦＡ機器本部長

平成15年６月 取締役ＦＡ機器本部長

平成17年４月 取締役ファシリティー本部長

平成17年４月 取締役ファシリティー本部長兼神戸

支店長（現任）

(注)

５ 
4

取締役 ＦＡ機器本部長 砂原祥範 昭和25年６月10日生

昭和46年４月 三菱電機株式会社入社

平成15年４月 当社ＦＡ機器本部副本部長兼ＦＡ機

器第一部長

平成17年４月 ＦＡ機器本部長兼ＦＡ機器第一部長

平成17年６月 取締役ＦＡ機器本部長兼ＦＡ機器第

一部長

平成19年４月 取締役ＦＡ機器本部長（現任）

(注)

５ 
1

取締役

電子デバイス本部

長兼電子業務部長

兼電子技術部長

高木惠一 昭和22年５月29日生

昭和46年４月 三菱電機株式会社入社

平成８年12月 同社本社半導体海外第一部長

平成15年４月 株式会社ルネサステクノロジ営業本

部海外営業統括部出向（米国販社社

長）

平成16年４月 同社営業本部海外営業第二統括部長

平成18年４月 当社電子デバイス本部副本部長

平成19年６月 取締役電子デバイス本部長

平成20年４月 取締役電子デバイス本部長兼電子業

務部長兼電子技術部長（現任）

(注)

５ 
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴
任
期

所有
株式数
（千株）

取締役 管理本部長 村山憲司 昭和27年６月８日生

昭和50年４月 株式会社三菱銀行入行

平成10年１月 株式会社東京三菱銀行北畠支店長

平成11年10月 同行今里支社長

平成13年４月 同行東大阪支社長

平成15年３月 同行梅田支社長

平成17年４月 中央青山監査法人ディレクター

平成19年２月 当社管理本部副本部長

平成19年４月 管理本部長

平成19年６月 取締役管理本部長（現任）

(注)

５ 
1

取締役

産業システム本部

長兼産業システム

第一部長兼機電部

長

奥田弘志 昭和29年10月29日生

昭和52年４月 当社入社

平成14年１月 機電本部工業システム第一部長

平成18年４月 産業システム本部産業システム第一

部長（職掌変更及び名称変更）

平成18年４月 産業システム本部産業システム第一

部長兼機電部長

平成19年４月 産業システム本部長兼システムエン

ジニアリング部長兼産業システム第

一部長兼機電部長

平成19年６月 取締役産業システム本部長兼システ

ムエンジニアリング部長兼産業シス

テム第一部長兼機電部長

平成20年４月 取締役産業システム本部長兼産業シ

ステム第一部長兼機電部長（現任）

(注)

５ 
7

常勤監査役 － 占部富康 昭和21年５月10日生

昭和44年12月 当社入社

平成10年10月 管理本部審査部長

平成11年６月 常勤監査役（現任）

(注)

６ 
36

監査役 － 宇佐美裕之 昭和33年３月18日生

昭和55年４月 三菱電機株式会社入社

平成２年４月 Mitsubishi Electric U.K. 経理部長

平成10年５月 Mitsubishi Digital Electronics

America, Inc. 取締役経理担当副社長

平成18年８月 三菱電機株式会社関係会社部経営企

画担当部長

平成20年４月 三菱電機株式会社関西支社経理部長

（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

(注)

７ 
－

監査役 － 谷間　高 昭和44年５月11日生

平成４年４月 監査法人朝日新和会計社（現あずさ

監査法人）入社

平成７年４月 公認会計士登録

平成11年11月 朝日監査法人（現　あずさ監査法人）

マネージャー

平成17年１月 ジェイコム株式会社顧問

平成17年３月 同社取締役

平成17年４月 同社取締役経営管理部長

平成18年６月 同社取締役執行役員経営管理部長

（現任）

当社監査役（現任）

(注)

８ 
－

    計 　 203

　（注）１．取締役清澤孝雄氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役宇佐美裕之氏及び監査役谷間高氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．取締役副社長占部正浩氏は、取締役社長占部嘉英氏の長男であります。

 　　　 ４．常勤監査役占部富康氏は、取締役社長占部嘉英氏の弟であります。

 　　　 ５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

６．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

７．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から３年間

　　監査役宇佐美裕之氏は平成20年６月27日開催の定時株主総会で菅原利治氏の補欠として選任されため、当社定

款の規定により任期は前任者の残任期間となっております。

 　　　 ８．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

　当社は、企業価値を増大させることが全てのステークホルダーの期待に応えることに通じると考え、経営の健全性、

効率性、透明性を実現すべく社内組織、規定の継続的見直し、迅速な情報開示を実施し、コーポレート・ガバナンスの

充実に取り組んでおります。

　当社は監査役制度を採用しており、現行制度において適正な職務執行を監査できる体制を整えており、委員会制度の

採用は考えておりません。

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

①　会社の機関の基本説明

　当社は取締役、監査役制度及び内部監査制度によりコーポレート・ガバナンスを構築しております。

　提出日現在の当社の経営体制は、取締役９名（うち社外取締役１名）、監査役３名（うち社外監査役２名）、内

部監査室２名であります。

＜取締役、取締役会、常務会＞

　当社の取締役会は毎月１回定時開催し、また必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では、法令

及び定款に定められた事項のほか経営に関する重要事項の審議及び決議をしており、また役付取締役で構成する常

務会を設置し、代表取締役の意思決定のスピードアップを図っております。

＜監査役、監査役会＞

　監査役は取締役会、常務会など重要な会議へ出席し、決議書類等の閲覧、業務及び財産状況の調査等により厳正な

監査を実施しております。また、内部監査部門及び会計監査人と適宜情報交換・意見交換を行うなど連携を密にし

て、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。

＜内部監査＞

　当社は内部監査部門として社長直轄の内部監査室を設置しており、従業員２名が従事しております。公正かつ客観

的な立場から法令及び社内規定に基づいた各部門の業務監査を実施し、適正な業務執行に努めております。内部監

査結果は、社長、監査役に報告し業務改善に反映させており、経営上、重要な役割を果たしております。

＜本部会議＞

　本部会議には、常務会、監査役が出席し、本部長、部長より業務執行に関する報告を受け、問題点の対応策を討議し、

業務執行責任の明確化を図っております。

②　内部統制システムの整備の状況

　当社の内部統制システムといたしましては、「組織規定」「業務分掌規定」「職務権限規定」「りん議規定」

「職務決裁基準」等の社内規定により業務執行の責任及び権限を明確にし、業務の組織的・機能的・能率的な運

営を行っております。また、監査役及び内部監査室が業務処理手続きの遵守状況を定期的に監査し、監査結果は業

務改善に活かしております。

　法令遵守につきましては、社内規定として「内部通報処理規定」「コンプライアンス委員会規定」「リスク管

理委員会規定」を新たに整備し、社員教育を通じて、法令遵守、社会的規範の遵守、顧客からの信頼を維持するよ

う努めております。

　情報管理につきましては、管理本部長を情報取扱責任者とし、インサイダー取引に関わる情報及びその他の内部

情報を厳正に管理しております。また情報開示につきましては、経営の透明化及び健全化を図るうえで重要な内

部統制の手段の一つと考え積極的に行っております。

③　会計監査の状況

　会計監査につきましては、当社は監査法人トーマツと監査契約を締結し、継続して会社法監査及び金融商品取引

法監査を受けております。当期において業務を執行した公認会計士の氏名、業務に係る補助者の構成については

下記のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員：中西　清、尾仲　伸之

会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　４名　会計士補等　８名
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④　当社の役員報酬ならびに監査法人トーマツに対する監査報酬

役員報酬の内容   

取締役に支払った報酬 ８名 110,451千円

監査役に支払った報酬 ２名 14,897千円

計 10名 125,348千円

（注）１．使用人兼務役員（５名）に対する使用人給与相当額（61,636千円）は含んでおりません。

（注）２．役員賞与引当金（27,000千円）及び役員退職慰労金当事業年度増加額（14,000千円）を含んでおりま

す。

監査報酬の内容  

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 16,000千円

上記以外の業務に基づく報酬の金額（注） 　　 2,337千円

（注）財務報告に係る内部統制に関する指導・助言業務等についての対価であります。

　

(2）社外取締役および社外監査役との関係

　社外取締役の清澤孝雄氏及び社外監査役の宇佐美裕之氏は、当社のその他の関係会社である三菱電機㈱の従業員

であります。また、社外監査役の谷間高氏と当社との間に取引関係はありません。

　当社と各社外役員とは、会社法427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。

(3）リスク管理体制の整備の状況

　適宜、社内規定の改訂を行い、また社内教育を通じて社内外で発生し得るリスクの発生予防に努めております。

　新たに「リスク管理委員会規定」の整備を行い、事業活動その他様々な活動に負の影響を及ぼす可能性のあるリ

スクについて、適正に管理し、その対応策を実施する体制を構築しております。

　法律上の判断が必要な案件については、顧問税理士、顧問弁護士にも適時助言や指導を受けております。

(4）取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

(5）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議については、累積投票

によらない旨定款に定めております。

(6）株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①　自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得するこ

とができる旨定款に定めております。これは、取締役会決議とすることにより、機動的な資本政策を行うことを可

能とするためであります。

②　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって中

間配当を行うことができる旨を定款で定めています。

　　(7) 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のであります。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第61期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第62期（平成

19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び第61期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結

財務諸表及び第62期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより

監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,324,933   2,279,403  

２．受取手形及び売掛金 *3  11,542,528   10,558,482  

３．たな卸資産   1,109,204   861,605  

４．繰延税金資産   112,765   110,598  

５．未収入金   499,686   414,253  

６．その他   74,713   26,360  

７．貸倒引当金   △9,234   △3,167  

流動資産合計   15,654,598 87.8  14,247,536 87.6

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 *1 686,620   677,267   

減価償却累計額  487,245 199,374  490,527 186,739  

(2）土地 *1  165,074   165,074  

(3）その他  143,931   147,366   

減価償却累計額  116,018 27,913  122,677 24,688  

有形固定資産合計   392,362 2.2  376,502 2.3

２．無形固定資産   117,644   88,140  

無形固定資産合計   117,644 0.7  88,140 0.5

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   1,495,265   1,332,077  

(2）繰延税金資産   78,213   132,671  

(3）その他   124,454   109,830  

(4）貸倒引当金   △38,742   △22,079  

投資その他の資産合計   1,659,190 9.3  1,552,499 9.6

固定資産合計   2,169,197 12.2  2,017,141 12.4

資産合計   17,823,795 100.0  16,264,678 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 *3  8,974,062   7,351,255  

２．短期借入金 *1.2  800,000   580,000  

３．未払法人税等   165,855   186,101  

４．役員賞与引当金 　  30,000   27,000  

５．その他   517,475   632,268  

流動負債合計   10,487,393 58.9  8,776,625 54.0

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金   160,283   143,506  

２．役員退職慰労引当金   175,300   170,800  

３．その他   60,000   63,204  

固定負債合計   395,583 2.2  377,511 2.3

負債合計   10,882,976 61.1  9,154,136 56.3

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,005,000 5.6  1,005,000 6.2

２．資本剰余金 　  838,560 4.7  838,560 5.1

３．利益剰余金 　  4,927,745 27.6  5,241,957 32.2

４．自己株式 　  △5,544 △0.0  △6,910 △0.0

　　株主資本合計 　  6,765,761 37.9  7,078,606 43.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  174,811 1.0  39,129 0.2

２．為替換算調整勘定 　  245 0.0  △7,193 0.0

　　評価・換算差額等合計 　  175,057 1.0  31,935 0.2

純資産合計 　  6,940,819 38.9  7,110,542 43.7

負債純資産合計 　  17,823,795 100.0  16,264,678 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   27,813,913 100.0  27,949,511 100.0

Ⅱ　売上原価   24,359,965 87.6  24,610,976 88.1

売上総利益   3,453,947 12.4  3,338,535 11.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．配送保管費  287,153   280,544   

２．広告宣伝費  44,861   40,876   

３．役員報酬  100,584   89,745   

４．役員賞与引当金繰入額  30,000   27,000   

５．給料・賞与  1,322,803   1,288,037   

６．退職給付費用  61,457   68,003   

７．役員退職慰労引当金繰
入額

 12,700   14,000   

８．福利厚生費  263,167   260,802   

９．旅費交通費  95,585   93,623   

10．租税公課  38,492   37,921   

11．減価償却費  65,120   62,506   

12．賃借料  84,639   77,642   

13．その他  273,905 2,680,469 9.6 237,143 2,577,846 9.2

営業利益   773,477 2.8  760,688 2.7

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  28,643   28,860   

２．受取配当金  7,482   7,294   

３．仕入割引  441   －   

４．その他の役務収入  10,280   －   

５．投資事業組合運用益  －   96,414   

６．その他  14,870 61,717 0.2 15,938 148,508 0.5
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  9,495   9,445   

２．売上割引  14,189   16,368   

３．有価証券売却損  5,273   －   

４．為替差損  －   68,778   

５．支払手数料  2,000   2,000   

６．投資事業組合運用損  12,281   －   

７．有価証券評価損  －   32,858   

８．その他  4,770 48,010 0.2 3,380 132,832 0.5

経常利益   787,184 2.8  776,365 2.7

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  20,180 20,180 0.1 1,726 1,726 0.0

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 *1 － － － 5,702 5,702 0.0

税金等調整前当期純利
益

  807,365 2.9  772,388 2.7

法人税、住民税及び事業
税

 330,781   339,583   

法人税等調整額  67,874 398,656 1.4 40,564 380,148 1.3

当期純利益   408,709 1.5  392,239 1.4
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高（千円） 1,005,000 838,560 4,629,068 △5,544 6,467,084

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当(注)   △45,901  △45,901

剰余金の配当   △32,130  △32,130

役員賞与(注)   △32,000  △32,000

当期純利益   408,709  408,709

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 298,677 － 298,677

平成19年３月31日　残高（千円） 1,005,000 838,560 4,927,745 △5,544 6,765,761

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 182,738 226 182,965 6,650,049

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当(注)    △45,901

剰余金の配当    △32,130

役員賞与(注)    △32,000

当期純利益    408,709

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△7,927 18 △7,908 △7,908

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△7,927 18 △7,908 290,769

平成19年３月31日　残高（千円） 174,811 245 175,057 6,940,819

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高（千円） 1,005,000 838,560 4,927,745 △5,544 6,765,761

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △78,028  △78,028

当期純利益   392,239  392,239

自己株式の取得    △1,366 △1,366

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

－ － 314,211 △1,366 312,845

平成20年３月31日　残高（千円） 1,005,000 838,560 5,241,957 △6,910 7,078,606

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高（千円） 174,811 245 175,057 6,940,819

連結会計年度中の変動額     
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評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調
整勘定

評価・換算
差額等合計

剰余金の配当    △78,028

当期純利益    392,239

自己株式の取得    △1,366

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△135,682 △7,439 △143,122 △143,122

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△135,682 △7,439 △143,122 169,723

平成20年３月31日　残高（千円） 39,129 △7,193 31,935 7,110,542
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フロー

   

税金等調整前当期純利
益

 807,365 772,388

減価償却費  65,120 62,506

役員退職慰労引当金の
増減額

 12,700 △4,500

退職給付引当金の減少
額

 △18,011 △16,776

役員賞与引当金の増減
額

 30,000 △3,000

受取利息及び受取配当
金

 △36,126 △36,155

支払利息  9,495 9,445

為替差損益  △657 25,085

投資事業組合運用損益  12,281 △96,414

有価証券売却損益  5,273 △403

有価証券評価損  － 32,858

役員賞与の支払額  △32,000 －

売上債権の増減額  △831,904 980,725

たな卸資産の増減額  △128,975 246,820

仕入債務の増減額  1,806,258 △1,479,277

その他  △27,529 104,390

小計  1,673,290 597,691

利息及び配当金の受取
額

 35,495 32,661

利息の支払額  △8,760 △8,374

法人税等の支払額  △330,621 △318,908

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 1,369,403 303,069
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フロー

   

有形固定資産の取得に
よる支出

 △6,964 △11,152

無形固定資産の取得に
よる支出

 △13,153 △7,703

有価証券の取得による
支出

 △318,672 △209,850

有価証券の売却による
収入

 231,070 1,053

有価証券の償還による
収入

 － 50,000

投資事業組合からの分
配による収入

 32,965 150,040

その他  △3,287 △1,459

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △78,042 △29,072

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フロー

   

短期借入金の返済によ
る支出

 △250,000 △220,000

配当金の支払額  △78,032 △78,028

自己株式の取得による
支出

 － △1,366

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 △328,032 △299,394

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
換算差額

 383 △20,132

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減
額

 963,712 △45,529

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首
残高

 1,361,220 2,324,933

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末
残高

 2,324,933 2,279,403
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　　　　　１社

　連結子会社は、萬世電機香港有限公司

であります。

(1）連結子会社の数　　　　　　　１社

　連結子会社は、萬世電機香港有限公司

であります。

 　なお、前連結会計年度において連結子

会社でありました萬世電機エンジニア

リング㈱は清算したため、連結の範囲か

ら除いております。

　

 (2）非連結子会社名

　該当事項はありません。

(2）非連結子会社名

同左

２．持分法の適用に関する事

項

　該当事項はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　総平均法に基づく原価法

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

 ②　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定しておりま

す。）

②　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

　　　　　　　同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

移動平均法による原価法

 　なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（証券

取引法等の一部を改正する法律

（平成16年６月９日法律第97

号））については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて入手可

能な最近の計算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

　なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（金融

商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の計

算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

　主として定率法を採用しておりま

す。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

①　有形固定資産

　主として定率法を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

　建物及び構築物　    ３年～50年

　その他　　　　　　　３年～18年

（会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当

連結会計年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。

　なお、これによる損益に与える影

響は軽微であります。

（追加情報）

　当社は、法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しており

ます。

　なお、これによる損益に与える影

響は軽微であります。

 ②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

②　無形固定資産

同左

 (3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

 ②　役員賞与引当金

　当社は役員賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における支給見込額に

基づき計上しております。 

②　役員賞与引当金

　当社は役員賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における支給見込額に

基づき計上しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第

４号　平成17年11月29日）を適用して

おります。

　これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

30,000千円減少しております。

 

 ③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（７年）による定率法によ

り、それぞれ発生時の翌連結会計年度

から費用処理しております。

③　退職給付引当金

同左

 ④　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

④　役員退職慰労引当金

同左

 (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債は、連結

決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含めて計

上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準

同左

 (5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(5)          ――――――

 (6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び満期３ケ月以

内の定期預金並びに公社債投資信託とし

ています。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は6,940,819

千円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

　――――――

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

―――――― （連結損益計算書）

　「仕入割引」は、前連結会計年度まで営業外収益において

区分掲記しておりましたが、営業外収益の100分の10以下で

あるため、当連結会計年度より営業外収益の「その他」に

含めて表示しております。

　なお、当連結会計年度の営業外収益の「その他」に含まれ

ている「仕入割引」は446千円であります。

　「有価証券評価損」は、前連結会計年度まで営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外費用の

合計額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より区分

掲記しております。

　なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含まれ

ている「有価証券評価損」は489千円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「投資事業組合運

用損」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記してお

ります。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「投資

事業組合運用損」は5,410千円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　営業活動によるキャッシュ・フローの「有価証券評価

損」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示してお

りましたが、金額的重要性が増したため区分掲記しており

ます。

　なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「有価

証券評価損」は489千円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

*1．担保提供資産

　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

*1．担保提供資産

　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

建物 154,450千円

土地 16,037千円

合計 170,487千円

建物    149,818千円

土地     16,037千円

合計    165,855千円

　上記は、短期借入金100,000千円及び商業取引の担保

（極度額100,000千円）に供しております。

　上記は、短期借入金100,000千円及び商業取引の担保

（極度額100,000千円）に供しております。

*2．当連結会社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と貸出コミットメントライン契約

を締結しております。これら契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

*2．当連結会社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行５行と貸出コミットメントライン契約

を締結しております。これら契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 700,000千円

差引額 300,000千円

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高  500,000千円

差引額   500,000千円

*3．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれております。

*3.　　　　　　　　　──────

受取手形 393,232千円

支払手形 384,686千円

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

*1.　　　　　　　　　────── *1.　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物    5,482千円

その他（工具器具及び備品）     220千円

合計    5,702千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 4,600 － － 4,600

合計 4,600 － － 4,600

自己株式     

普通株式 9 － － 9

合計 9 － － 9

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 45,901 10 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月13日

取締役会
普通株式 32,130 7 平成18年９月30日 平成18年12月４日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 45,901 利益剰余金 10 平成19年３月31日 平成19年６月29日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 4,600 － － 4,600

合計 4,600 － － 4,600

自己株式     

普通株式　（注） 9 1 － 11

合計 9 1 － 11

　（注）　普通株式の自己株式の増加１千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 45,901 10 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月12日

取締役会
普通株式 32,127 7 平成19年９月30日 平成19年12月３日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 45,886 利益剰余金 10 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,324,933千円

現金及び現金同等物 2,324,933千円

現金及び預金勘定    2,279,403千円

現金及び現金同等物    2,279,403千円

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 　　　該当事項はありません。

 

(2）未経過リース料期末残高相当額等

 　　　該当事項はありません。

 

(3）当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 404千円

減価償却費相当額 377千円

支払利息相当額 13千円

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引  

未経過リース料  

１年内 739千円

１年超 －千円

合計 739千円

 

  

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

有価証券

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 215,594 569,637 354,043 187,242 370,602 183,359

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 148,000 149,774 1,774 98,000 99,179 1,179

③　その他 － － － － － －

(3)その他 10,210 10,406 196 100,000 100,600 600

小計 373,804 729,817 356,013 385,242 570,381 185,138

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 55,426 42,124 △13,302 58,205 53,312 △4,893

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 424,710 372,734 △51,976 565,472 459,614 △105,857

③　その他 － － － － － －

(3)その他 120,059 113,682 △6,377 24,054 21,090 △2,963

小計 600,196 528,540 △71,656 647,732 534,017 △113,715

合計 974,000 1,258,358 284,357 1,032,975 1,104,398 71,423

　（注）　  前連結会計年度及び当連結会計年度の取得原価は、それぞれ減損処理額 489千円、32,858千円控除後の金額であ

ります。

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ30％以上下落した場合に全て減損処理を

行っております。

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

231,090 24,009 29,283 1,053 403 －

３．時価のない有価証券の主な内容

種類
前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

非上場株式 5,800 5,800

投資事業有限責任組合に対する

出資金
231,107 221,878

４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

１年以内
（千円）

１年超５年
以内(千円)

５年超10年
以内(千円)

10年超
（千円）

１年以内
（千円）

１年超５年
以内(千円)

５年超10年
以内(千円)

10年超
（千円）

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － － － － －
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種類

前連結会計年度（平成19年３月31日） 当連結会計年度（平成20年３月31日）

１年以内
（千円）

１年超５年
以内(千円)

５年超10年
以内(千円)

10年超
（千円）

１年以内
（千円）

１年超５年
以内(千円)

５年超10年
以内(千円)

10年超
（千円）

(2）社債 － － 45,414 477,094 － － 47,696 511,097

(3）その他 － － － － － － － －

２．その他 － － － － － － － －

合計 － － 45,414 477,094 － － 47,696 511,097

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。また、これとは別枠で総合設立型の

調整年金制度（西日本電機販売厚生年金基金）に加入しております。

　当該基金制度は退職給付会計実務指針33項の例外処理を行う制度でありますが、要拠出額を退職給付費用

として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

　①制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在）

　　年金資産の額　　　　　　　　　　78,569,528千円

　　年金財政計算上の給付債務の額　　66,467,821千円

　　差引額　　　　　　　　　　　　  12,101,707千円

　②制度全体に占める当社の掛金拠出割合（自平成20年３月１日　至平成20年３月31日）

　　2.9％

　③補足説明

　　当社は、当期の連結財務諸表上、特別掛金3,110千円を費用処理しております。

　　また、上記②の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

　なお、当連結会計年度において、退職給付制度を採用しているのは当社のみであります。

２．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1)退職給付債務（千円）

(2)年金資産（千円）

(3)未積立退職給付債務　(1)＋(2)（千円）

(4)未認識数理計算上の差異（千円）

(5)退職給付引当金　(3)＋(4)（千円）

△383,059

303,783

△79,275

△81,007

△160,283

△380,237

244,671

△135,566

△7,940

△143,506

３．退職給付費用の内訳
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前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）勤務費用（注）（千円）

(2）利息費用（千円）

(3）期待運用収益（千円）

(4）数理計算上の差異の費用処理額（千円）

(5）その他（千円）

(6）退職給付費用

(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)（千円）

61,789

9,618

△7,071

△24,689

26,436

66,084

65,877

9,576

△7,290

△22,683

26,372

71,851

 （注）　調整年金制度に対する

拠出金等42,804千円を

含めております。

（注）　調整年金制度に対する

拠出金等47,669千円を

含めております。

　（注）　「(5）その他」は、確定拠出年金の掛金及び退職金前払制度による従業員に対する前払退職金であります。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1）退職給付見込額の期間配分方法

(2）割引率

(3）期待運用収益率

(4）数理計算上の差異の処理年数

勤務期間を基準とする方法

2.5％ （期首2.5％）

2.4％  

７年 （定率法）

同左

　 2.5％ （期首2.5％）

　 2.4％  

　７年 （定率法）

（追加情報）

　　当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19年

　５月15日）を適用しております。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 (1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

①　流動の部  

繰延税金資産  

未払賞与 80,264千円

未払事業税及び事業所税 16,275千円

その他 16,224千円

繰延税金資産合計 112,765千円

　 　

②　固定の部  

繰延税金資産  

退職給付引当金 65,123千円

役員退職慰労引当金 71,224千円

会員権 40,642千円

投資有価証券 42,064千円

その他 7,157千円

繰延税金資産小計 226,211千円

評価性引当額 △28,365千円

繰延税金資産合計 197,846千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △119,632千円

繰延税金負債合計 △119,632千円

繰延税金資産の純額 78,213千円

①　流動の部  

繰延税金資産  

未払賞与     77,388千円

未払事業税及び事業所税     18,647千円

その他     14,561千円

繰延税金資産合計    110,598千円

　 　

②　固定の部  

繰延税金資産  

退職給付引当金     58,306千円

役員退職慰労引当金     69,396千円

会員権     32,475千円

投資有価証券     55,414千円

その他      4,793千円

繰延税金資産小計    220,386千円

評価性引当額 　△60,937千円

繰延税金資産合計    159,449千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △26,778千円

繰延税金負債合計 　△26,778千円

繰延税金資産の純額    132,671千円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率  40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目  4.5％

住民税均等割  0.6％

評価性引当額の増加  3.1％

その他  0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  49.4％

法定実効税率  　40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目  　 4.2％

住民税均等割  　 0.6％

評価性引当額の増加  　 4.2％

その他  　△0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  49.2％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成19年４月１日　

至 平成20年３月31日）

　当社企業グループでは、三菱電機㈱製品の販売を主としており、製品の種類・性質・販売市場等の類似性から判

断して、事業の種類別セグメントは記載しておりません。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成19年４月１日　

至 平成20年３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。

【海外売上高】

　前連結会計年度（自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成19年４月１日　

至 平成20年３月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

   百万円  ％     千円  千円

その他の

関係会社

三菱電機

㈱

東京都

千代田

区

175,820

電気機械

器具の製

造、販売

等

被所有

直接

21.9

間接

0.1

 ―――
22.0

兼任

２人

同社製

品の販

売等

営業取

引

商品の

販売等

売上高

1,004,364
売掛金 233,752

商品の

購入等 仕入高

10,296,137

買掛金 3,984,520

(仕入

割戻)
未収入金 248,956

取引条件ないし取引条件の決定方針等

　売上高、仕入高については、一般的な市場価格・決済条件に基づき決定しております。

　（注）　上記取引金額には消費税は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等が含まれております。

(2）役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

   百万円  ％     千円  千円

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

日光産業

㈱

(注)１

大阪市

福島区
10

不動産賃

貸業

被所有

直接

11.7

兼任

３人

設備の

賃借

営業取

引

(注)２

倉庫の

賃借

倉庫賃借料

30,000
－ －

賃借保

証金の

差入

－
差入保証

金
10,000

　（注）１．当社取締役社長占部嘉英、取締役副社長占部正浩、監査役占部富康及びその近親者が議決権の100％を直接所

有しております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

本社倉庫の土地・建物に係るものであり、不動産鑑定評価額を基礎として決定しております。

(3）兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

   百万円  ％     千円  千円

その他の

関係会社

の子会社

三菱電機

住環境シ

ステムズ

㈱

東京都

台東区
2,627

家庭用電

化製品販

売

－ なし

同社製

品の販

売等

営業取

引

商品の

購入等

(仕入

割戻)

仕入高

2,098,333

買掛金 951,207

未収入金 184,329

その他の

関係会社

の子会社

三菱電機

ビルテク

ノサービ

ス㈱

東京都

千代田

区

5,000

各種のビ

ル設備運

営管理

－ なし

同社製

品の販

売等

営業取

引

商品の

購入等

(仕入

割戻)

仕入高

681,136

買掛金 233,596

支払手形 21,286

未収入金 4,449

取引条件ないし取引条件の決定方針等

　売上高、仕入高については、一般的な市場価格・決済条件に基づき決定しております。

　（注）　上記取引金額には消費税は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等が含まれております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

   百万円  ％     千円  千円
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属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

その他の

関係会社

三菱電機

㈱

東京都

千代田

区

175,820

電気機械

器具の製

造、販売

等

被所有

直接

21.9

間接

0.1

 ―――
22.0

兼任

２人

同社製

品の販

売等

営業取

引

商品の

販売等

売上高

725,628
売掛金 132,513

商品の

購入等 仕入高

10,326,711

買掛金 3,194,948

(仕入

割戻)
未収入金 234,754

取引条件ないし取引条件の決定方針等

　売上高、仕入高については、一般的な市場価格・決済条件に基づき決定しております。

　（注）　上記取引金額には消費税は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等が含まれております。

(2）役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

   百万円  ％     千円  千円

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等

日光産業

㈱

(注)１

大阪市

福島区
10

不動産賃

貸業

被所有

直接

11.7

兼任

３人

設備の

賃借

営業取

引

(注)２

倉庫の

賃借

倉庫賃借料

30,000
－ －

賃借保

証金の

差入

－
差入保証

金
10,000

　（注）１．当社取締役社長占部嘉英、取締役副社長占部正浩、監査役占部富康及びその近親者が議決権の100％を直接所

有しております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

本社倉庫の土地・建物に係るものであり、不動産鑑定評価額を基礎として決定しております。

(3）兄弟会社等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

   百万円  ％     千円  千円

その他の

関係会社

の子会社

三菱電機

住環境シ

ステムズ

㈱

東京都

台東区
2,627

家庭用電

化製品販

売

－ なし

同社製

品の販

売等

営業取

引

商品の

購入等

(仕入

割戻)

仕入高

2,207,433

買掛金 707,711

未収入金 139,648

その他の

関係会社

の子会社

三菱電機

ビルテク

ノサービ

ス㈱

東京都

千代田

区

5,000

各種のビ

ル設備運

営管理

－ なし

同社製

品の販

売等

営業取

引

商品の

購入等

(仕入

割戻)

仕入高

377,825

買掛金 151,229

支払手形 14,386

未収入金 2,402

取引条件ないし取引条件の決定方針等

　売上高、仕入高については、一般的な市場価格・決済条件に基づき決定しております。

　（注）　上記取引金額には消費税は含まれておりませんが、債権債務の残高には消費税等が含まれております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,512円12銭

１株当たり当期純利益 89円04銭

１株当たり純資産額     1,549円60銭

１株当たり当期純利益   85円47銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（千円） 408,709 392,239

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 408,709 392,239

期中平均株式数（千株） 4,590 4,589

（重要な後発事象）

 　　　 該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 800,000 580,000 1.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債（預り保証金） 59,500 63,204 3.3 －

合計 859,500 643,204 － －

　（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．その他の有利子負債（預り保証金）の連結決算日後５年間の返済予定額は、返還期日の定めがないため記載

を省略しております。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
第６１期

（平成19年３月31日）
第６２期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   2,299,058   2,256,317  

２．受取手形 *4  4,731,316   4,361,287  

３．売掛金 *2  6,779,765   6,176,878  

４．商品   1,106,543   856,485  

５．前払費用   10,889   14,698  

６．繰延税金資産   112,780   110,601  

７．未収入金 *2  500,982   414,916  

８．その他 *2  63,723   13,542  

貸倒引当金   △9,208   △3,161  

流動資産合計   15,595,850 87.7  14,201,566 87.4

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 *1 683,772   673,489   

減価償却累計額  483,973 199,798  487,085 186,403  

(2）構築物  3,541   4,471   

減価償却累計額  3,271 269  3,442 1,028  

(3）車両運搬具  2,330   2,330   

減価償却累計額  2,213 116  2,236 93  

(4）工具・器具及び備品  141,004   144,488   

減価償却累計額  113,434 27,569  120,018 24,469  

(5）土地 *1  165,074   165,074  

有形固定資産合計   392,828 2.2  377,069 2.3

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   112,940   83,435  

(2）電話加入権   4,704   4,704  

無形固定資産合計   117,644 0.7  88,140 0.6
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第６１期

（平成19年３月31日）
第６２期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   1,252,465   1,159,677  

(2）関係会社株式   265,945   195,545  

(3）出資金   480   480  

(4）破産更生債権等   4,213   8,347  

(5）長期前払費用   304   1,919  

(6）繰延税金資産   78,213   132,671  

(7）差入保証金   40,560   40,080  

(8）会員権   39,080   17,380  

(9）その他   39,224   41,015  

貸倒引当金   △38,742   △22,079  

投資その他の資産合計   1,681,743 9.4  1,575,037 9.7

固定資産合計   2,192,215 12.3  2,040,247 12.6

資産合計   17,788,066 100.0  16,241,813 100.0
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第６１期

（平成19年３月31日）
第６２期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形 *4  1,640,317   1,121,001  

２．買掛金 *2  7,316,624   6,222,142  

３．短期借入金 *1.3  800,000   580,000  

４．未払金 *2  139,858   189,819  

５．未払費用   249,187   234,184  

６．未払法人税等   163,829   186,101  

７．未払消費税   45,672   61,457  

８．前受金   49,700   61,622  

９．預り金   27,486   84,246  

10．前受収益   4,212   7,053  

11．役員賞与引当金   30,000   27,000  

12．その他 *2  3,338   －  

流動負債合計   10,470,226 58.9  8,774,630 54.0

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金   160,283   143,506  

２．役員退職慰労引当金   175,300   170,800  

３．預り保証金   60,000   63,204  

固定負債合計   395,583 2.2  377,511 2.3

負債合計   10,865,809 61.1  9,152,141 56.3
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第６１期

（平成19年３月31日）
第６２期

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,005,000 5.6  1,005,000 6.2

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 838,560   838,560   

資本剰余金合計 　  838,560 4.7  838,560 5.2

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 97,000   97,000   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 4,000,000   4,400,000   

繰越利益剰余金 　 812,429   716,893   

利益剰余金合計 　  4,909,429 27.6  5,213,893 32.1

４．自己株式 　  △5,544 △0.0  △6,910 △0.0

株主資本合計 　  6,747,445 37.9  7,050,542 43.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差
額金

　  174,811 1.0  39,129 0.2

評価・換算差額等合計 　  174,811 1.0  39,129 0.2

純資産合計 　  6,922,256 38.9  7,089,671 43.7

負債純資産合計 　  17,788,066 100.0  16,241,813 100.0
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②【損益計算書】

  
第６１期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．商品売上高  27,663,883   27,811,990   

２．受入手数料  11,453 27,675,336 100.0 13,013 27,825,003 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．商品期首棚卸高  973,013   1,106,543   

２．当期商品仕入高 *1 24,406,948   24,278,731   

合計  25,379,962   25,385,274   

３．他勘定振替高 *2 14,853   7,575   

４．商品期末棚卸高  1,106,543 24,258,565 87.7 856,485 24,521,213 88.1

売上総利益   3,416,771 12.3  3,303,790 11.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費        

１．配送保管料  284,971   277,266   

２．広告宣伝費  44,861   40,876   

３．役員報酬  100,584   89,745   

４．役員賞与引当金繰入額  30,000   27,000   

５．給料・賞与  1,317,322   1,282,734   

６．役員退職慰労引当金繰
入額

 12,700   14,000   

７．退職給付費用  61,457   68,003   

８．福利厚生費  263,155   260,711   

９．旅費交通費  94,599   92,169   

10．租税公課  38,045   37,921   

11．減価償却費  65,011   62,387   

12．賃借料  81,292   73,185   

13．その他  270,442 2,664,444 9.6 232,599 2,558,600 9.2

営業利益   752,326 2.7  745,189 2.7
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第６１期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  1,131   2,139   

２．有価証券利息  27,512   26,721   

３．受取配当金  7,482   7,294   

４．仕入割引  441   －   

５．為替差益  7,947   －   

６．その他の役務収入  10,280   －   

７．投資事業組合運用益  －   96,414   

８．その他  13,688 68,483 0.2 14,960 147,531 0.5

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  9,495   9,445   

２．売上割引  14,189   16,368   

３．有価証券売却損  5,273   －   

４．支払手数料  2,000   2,000   

５．為替差損  －   64,106   

６．投資事業組合運用損  12,281   －   

７．有価証券評価損  －   32,858   

８．その他  3,248 46,489 0.1 3,380 128,160 0.5

経常利益   774,320 2.8  764,559 2.7

Ⅵ　特別利益        

１．貸倒引当金戻入益  19,948 19,948 0.0 1,711 1,711 0.0

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 *3 － － － 5,702 5,702 0.0

税引前当期純利益   794,269 2.8  760,567 2.7

法人税、住民税及び事業
税

 328,795   337,500   

法人税等調整額  67,929 396,725 1.4 40,575 378,075 1.3

当期純利益   397,543 1.4  382,492 1.4
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③【株主資本等変動計算書】

第６１期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

1,005,000 838,560 838,560 97,000 3,670,000 854,918 4,621,918 △5,544 6,459,933

事業年度中の変動額          

別途積立金の積立(注)     330,000 △330,000 －  －

剰余金の配当(注)      △45,901 △45,901  △45,901

剰余金の配当      △32,130 △32,130  △32,130

役員賞与(注)      △32,000 △32,000  △32,000

当期純利益      397,543 397,543  397,543

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － 330,000 △42,488 287,511 － 287,511

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,005,000 838,560 838,560 97,000 4,000,000 812,429 4,909,429 △5,544 6,747,445

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

182,738 182,738 6,642,672

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立(注)   －

剰余金の配当(注)   △45,901

剰余金の配当   △32,130

役員賞与(注)   △32,000

当期純利益   397,543

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△7,927 △7,927 △7,927

事業年度中の変動額合計
（千円）

△7,927 △7,927 279,584

平成19年３月31日　残高
（千円）

174,811 174,811 6,922,256

(注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。　

第６２期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,005,000 838,560 838,560 97,000 4,000,000 812,429 4,909,429 △5,544 6,747,445

事業年度中の変動額          

別途積立金の積立     400,000 △400,000 －  －

剰余金の配当      △78,028 △78,028  △78,028
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

当期純利益      382,492 382,492  382,492

自己株式の取得        △1,366 △1,366

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額）

         

事業年度中の変動額合計
（千円）

－ － － － 400,000 △95,536 304,463 △1,366 303,097

平成20年３月31日　残高
（千円）

1,005,000 838,560 838,560 97,000 4,400,000 716,893 5,213,893 △6,910 7,050,542

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（千円）

174,811 174,811 6,922,256

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △78,028

当期純利益   382,492

自己株式の取得   △1,366

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△135,682 △135,682 △135,682

事業年度中の変動額合計
（千円）

△135,682 △135,682 167,415

平成20年３月31日　残高
（千円）

39,129 39,129 7,089,671
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重要な会計方針

項目
第６１期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券

①　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定しております。）

(2）その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

 ②　時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（証券

取引法等の一部を改正する法律

（平成16年６月９日法律第97

号））については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

②　時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資（証券

取引法等の一部を改正する法律

（金融商品取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によってお

ります。

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法

　総平均法に基づく原価法 同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物　　　　　　　　　３年～50年

　構築物　　　　　　　　７年～10年

　車両運搬具　　　　　　　　　４年

　工具・器具及び備品　　３年～20年

（会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事

業年度より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。

　なお、これによる損益に与える影響

は軽微であります。

（追加情報）

　当社は、法人税法改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

　なお、これによる損益に与える影響

は軽微であります。
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項目
第６１期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上して

おります。

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準第４号　平成

17年11月29日)を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ30,000千円

減少しております。

(2）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上して

おります。

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各期の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（７年）による定率法に

より、それぞれ発生時の翌期から費用処

理することとしております。

(3）退職給付引当金

同左

 (4）役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支給に充てるため、

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

(4）役員退職慰労引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

――――――

６．その他の財務諸表作成の

ための重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

第６１期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は6,922,256

千円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

　――――――

表示方法の変更

第６１期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── （貸借対照表）

　財務諸表等規則の改正により、前事業年度は「更生債権

等」と表示しておりましたものを、当事業年度においては

「破産更生債権等」として表示しております。

（損益計算書）

　「仕入割引」は、前事業年度まで営業外収益において区分

掲記しておりましたが、営業外収益の100分の10以下である

ため、当事業年度より営業外収益の「その他」に含めて表

示しております。

　なお、当事業年度の営業外収益の「その他」に含まれてい

る「仕入割引」は446千円であります。

　「有価証券評価損」は、前事業年度まで営業外費用の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、営業外費用の合計

額の100分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記して

おります。

　なお、前事業年度の営業外費用の「その他」に含まれてい

る「有価証券評価損」は489千円であります。

EDINET提出書類

萬世電機株式会社(E02875)

有価証券報告書

58/75



注記事項

（貸借対照表関係）

第６１期
（平成19年３月31日）

第６２期
（平成20年３月31日）

*1．担保提供資産

　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

*1．担保提供資産

　担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

建物 154,450千円

土地 16,037千円

合計 170,487千円

建物    149,818千円

土地     16,037千円

合計    165,855千円

　上記は、短期借入金100,000千円及び商業取引の担保

（極度額100,000千円）に供しております。

　上記は、短期借入金100,000千円及び商業取引の担保

（極度額100,000千円）に供しております。

*2．関係会社に対する資産・負債

　区分掲記した以外で各科目に含まれているものは、

次のとおりであります。

*2．関係会社に対する資産・負債

　区分掲記した以外で各科目に含まれているものは、

次のとおりであります。

売掛金 278,680千円

未収入金 250,245千円

その他（流動資産） 131千円

買掛金 3,984,520千円

未払金 4,390千円

売掛金    160,889千円

未収入金    236,987千円

その他（流動資産）   2,620千円

買掛金  3,195,357千円

未払金      9,405千円

その他（流動負債）      4,796千円

*3．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

５行と貸出コミットメントライン契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

*3．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

５行と貸出コミットメントライン契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 700,000千円

差引額 300,000千円

貸出コミットメントの総額  1,000,000千円

借入実行残高    500,000千円

差引額    500,000千円

*4．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期

末残高に含まれております。

*4.　　　　　　　　　──────

受取手形 393,232千円

支払手形 384,686千円
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（損益計算書関係）

第６１期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

*1．関係会社に係る注記 *1．関係会社に係る注記

商品仕入高 10,296,137千円 商品仕入高 10,327,138千円

*2．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 *2．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 13,007千円

工具・器具及び備品 1,497千円

その他 347千円

合計 14,853千円

販売費及び一般管理費     6,383千円

工具・器具及び備品      729千円

その他    462千円

合計      7,575千円

*3.　　　　　　　　　────── *3.　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物    5,482千円

工具・器具及び備品     220千円

合計    5,702千円

（株主資本等変動計算書関係）

第６１期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 9 － － 9

合計 9 － － 9

第６２期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式　（注） 9 1 － 11

合計 9 1 － 11

　（注）　普通株式の自己株式の増加１千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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（リース取引関係）

第６１期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 　　　該当事項はありません。

 

(2）未経過リース料期末残高相当額等

 　　　該当事項はありません。

 

(3）当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 

支払リース料 404千円

減価償却費相当額 377千円

支払利息相当額 13千円

 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

 

２．オペレーティング・リース取引  

未経過リース料  

１年内 739千円

１年超 －千円

合計 739千円

 

  

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

第61期(平成19年3月31日現在)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

第62期(平成20年3月31日現在)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

第６１期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 (1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

①　流動の部  

繰延税金資産  

未払賞与 80,264千円

未払事業税及び事業所税 16,275千円

その他 16,239千円

繰延税金資産合計 112,780千円

①　流動の部  

繰延税金資産  

未払賞与    77,388千円

未払事業税及び事業所税     18,647千円

その他     14,565千円

繰延税金資産合計    110,601千円

②　固定の部  

繰延税金資産  

役員退職慰労引当金 71,224千円

退職給付引当金 65,123千円

会員権 40,642千円

投資有価証券 42,064千円

その他 7,157千円

繰延税金資産小計 226,211千円

　評価性引当額 △28,365千円

繰延税金資産合計 197,846千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △119,632千円

繰延税金負債合計 △119,632千円

繰延税金資産の純額 78,213千円

②　固定の部  

繰延税金資産  

役員退職慰労引当金    69,396千円

退職給付引当金     58,306千円

会員権     32,475千円

投資有価証券     55,414千円

その他      4,793千円

繰延税金資産小計    220,386千円

　評価性引当額 　△60,937千円

繰延税金資産合計    159,449千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 　△26,778千円

繰延税金負債合計 　△26,778千円

繰延税金資産の純額    132,671千円

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率  40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目  4.6％

住民税均等割  0.6％

評価性引当額の増加  3.6％

その他 0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.0％

法定実効税率  　40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目  　 4.3％

住民税均等割  　 0.6％

評価性引当額の増加  　 4.3％

その他 　△0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　　49.7％
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（１株当たり情報）

第６１期
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,508円07銭

１株当たり当期純利益 86円61銭

１株当たり純資産額     1,545円05銭

１株当たり当期純利益   83円34銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第６１期

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

第６２期
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（千円） 397,543 382,492

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 397,543 382,492

期中平均株式数（千株） 4,590 4,589

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他有

価証券

㈱三菱UFJフィナンシャルグループ 51,550 44,333

コナミ㈱ 10,000 37,500

㈱カネカ 43,000 26,789

㈱あおぞら銀行 80,000 23,680

㈱立花エレテック 26,400 21,885

福山通運㈱ 37,769 13,823

イオン㈱ 10,129 12,034

因幡電機産業㈱ 2,200 6,754

旭硝子㈱ 6,000 6,594

㈱三井住友フィナンシャルグループ 8 5,431

その他（２７銘柄） 130,083 58,490

計 397,140 257,315

【債券】

銘柄 券面総額
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他有

価証券

ユーロ円債

CREDIT AGRICOLE INDOSUEZ

 SERIES

200,000千円 139,000

ユーロ円債

HOKURIKU INTERNATIONAL(C

AYMAN)

100,000千円 99,179

ユーロ円債

THE ROYAL BANK OF SCOTLA

ND PLC

100,000千円 84,110

ユーロ円債

DEPFA DEUTSCHE PFANDBRIE

FBANK

AG

100,000千円 78,190

ユーロ円債

MITSUBISHI UFJ SECURITIES

INTERNATIONAL PLC

100,000千円 72,982

ユーロ円債

CDC FINANCE-CDC IXIS
500千US㌦ 47,696

ユーロ円債

MITSUBISHI UFJ SECURITIES

INTERNATIONAL PLC

50,000千円 37,636

計 － 558,793

【その他】
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種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他有

価証券

投資信託

エル・プラス2005-12
10,000 100,600

その他投資信託　（２銘柄） 2,780 21,090

アントブリッジ２号投資事業有限責

任組合出資金
1.8 178,399

アントカタライザー２号投資事業組

合出資金
1 43,479

計 － 343,568

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 683,772 7,487 17,770 673,489 487,085 15,399 186,403

構築物 3,541 930 － 4,471 3,442 170 1,028

車両運搬具 2,330 － － 2,330 2,236 23 93

工具・器具及び備品 141,004 6,954 3,469 144,488 120,018 9,833 24,469

土地 165,074 － － 165,074 － － 165,074

有形固定資産計 995,721 15,371 21,239 989,852 612,783 25,427 377,069

無形固定資産        

ソフトウェア － － － 181,992 98,556 35,907 83,435

電話加入権 － － － 4,704 － － 4,704

無形固定資産計 － － － 186,696 98,556 35,907 88,140

長期前払費用 2,595 2,763 2,595 2,763 844 1,052 1,919

　（注）１．無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 47,951 7,631 21,000 9,342 25,240

役員賞与引当金 30,000 27,000 30,000 － 27,000

役員退職慰労引当金 175,300 14,000 18,500 － 170,800

　（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち、133千円は債権の回収による戻入額、9,208千円は一般債権の貸倒

実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 14,121

預金  

当座預金 1,012,567

普通預金 329,627

通知預金 900,000

小計 2,242,195

合計 2,256,317

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

内外電機㈱ 915,857

因幡電機産業㈱ 260,923

大喜産業㈱ 149,795

カワサキプラントシステムズ㈱ 123,708

川崎重工業㈱ 111,286

その他 2,799,714

合計 4,361,287

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年４月満期 1,071,283

５月 〃 1,205,947

６月 〃 912,421

７月 〃 943,607

８月 〃 213,512

９月以降満期 14,514

合計 4,361,287

ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

コナミマニュファクチャリング＆サービス㈱ 508,864

ＫＰＥ㈱ 378,000

内外電機㈱ 338,107

東洋電機製造㈱ 315,320

㈱ルネサステクノロジ 268,331
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相手先 金額（千円）

その他 4,368,254

合計 6,176,878

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

6,779,765 29,171,520 29,774,406 6,176,878 82.8 81.3

　（注）　消費税の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税が含まれております。

ニ　商品

品目 金額（千円）

電子デバイス・情報通信機器 389,711

電気機器 361,955

設備機器 72,444

産業機械・その他 32,373

合計 856,485

②　負債の部

イ　支払手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

東芝パソコンシステム㈱ 166,368

神鋼商事㈱ 108,674

㈱ジェルメックエンジニアリング 64,522

朝日企業㈱ 56,636

三菱電機エンジニアリング㈱ 55,210

その他 669,589

合計 1,121,001

(ロ)期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年４月満期 254,747

５月 〃 243,635

６月 〃 285,120

７月 〃 331,927

８月 〃 5,570

合計 1,121,001
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ロ　買掛金

相手先 金額（千円）

三菱電機㈱ 3,194,948

三菱電機住環境システムズ㈱ 707,711

㈱ルネサス販売 579,548

東芝三菱電機産業システム㈱ 361,733

東芝パソコンシステム㈱ 281,187

その他 1,097,013

合計 6,222,142

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え  

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

大阪証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

野村證券株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

大阪証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

野村證券株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由

によって電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して

行う。

公告掲載ＵＲＬ（http://www.mansei.co.jp）

株主に対する特典 ありません

　（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項、施行規則第35条各号に掲げる権利以外の権利を

有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第61期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月29日近畿財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年９月27日近畿財務局長に提出。

　事業年度（第61期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

(3）半期報告書

（第62期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月14日近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
 

   平成19年６月28日

萬世電機株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中西　　清　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 和田　頼知　　印

 

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている萬世電機

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、萬世電

機株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。

EDINET提出書類

萬世電機株式会社(E02875)

有価証券報告書
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独立監査人の監査報告書
 

   平成20年６月27日

萬世電機株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中西　　清　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 尾仲　伸之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る萬世電機株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、萬世電

機株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。

EDINET提出書類

萬世電機株式会社(E02875)

有価証券報告書
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独立監査人の監査報告書
 

   平成19年６月28日

萬世電機株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中西　　清　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 和田　頼知　　印

 

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている萬世電機

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第61期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、萬世電機株

式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。

EDINET提出書類

萬世電機株式会社(E02875)

有価証券報告書
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独立監査人の監査報告書
 

   平成20年６月27日

萬世電機株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中西　　清　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 尾仲　伸之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る萬世電機株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第62期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、萬世電機株

式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。

EDINET提出書類

萬世電機株式会社(E02875)

有価証券報告書
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